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第三者割当による第７回新株予約権（行使価額修正条項付）及び 

第８回新株予約権の発行条件等の決定に関するお知らせ 

 

2018 年５月 15 日開催の当社取締役会決議に基づく第三者割当の方法による株式会社ビーロット第７回新

株予約権及び株式会社ビーロット第８回新株予約権（以下、各々を「第７回新株予約権」及び「第８回新株予

約権」といい、個別に又は総称して「本新株予約権」といいます。）の発行に関し、2018 年５月 17 日（以下「条

件決定日」といいます。）に本新株予約権の発行条件等が決定されましたので、2018 年５月 15 日に公表した

本新株予約権の発行に関して未確定であった情報につき、下記の通りお知らせいたします。なお、本新株予

約権の発行に関する詳細につきましては、2018 年５月 15 日付当社適時開示「第三者割当による第７回新株

予約権（行使価額修正条項付）及び第８回新株予約権の発行に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

記 

１．決定された発行条件の概要 

（１） 発 行 価 額 

第７回新株予約権１個当たり 801 円 

（第７回新株予約権の発行価額の総額：8,010,000 円） 

第８回新株予約権１個当たり 364 円 

（第８回新株予約権の発行価額の総額： 873,600 円） 

本新株予約権の発行価額の総額：8,883,600 円 

（２） 調 達 資 金 の 額 2,968,123,600 円（差引手取概算額）（注） 

（３） 
行 使 価 額 及 び 

行使価額の修正条件 

・第７回新株予約権 

第７回新株予約権の当初行使価額は 2,181 円（2018 年５月 15 日の直前

取引日の株式会社東京証券取引所（以下「東京証券取引所」といいま

す。）における当社普通株式の普通取引の終値）とします。 
第７回新株予約権の行使価額は、第７回新株予約権の各行使請求の通
知日（以下「修正日」といいます。）の直前取引日の東京証券取引所にお
ける当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その
直前の終値）の 91％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額
（以下「修正日価額」といいます。）が、当該修正日の直前に有効な行使価
額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日
以降、当該修正日価額に修正されますが、その価額が下限行使価額（以
下に定義します。）を下回ることとなる場合には、下限行使価額を行使価額
とします。 
「下限行使価額」は、1,527 円（2018 年５月 15 日の直前取引日の東京証券
取引所における当社普通株式の普通取引の終値の 70％に相当する金額
の１円未満の端数を切り上げた金額）とします。 
 
・第８回新株予約権 
第８回新株予約権の行使価額は 3,326 円とします。第８回新株予約権につ
いては、行使価額の修正は行われません。 
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（注）資金調達の額は、本新株予約権の発行価額の総額に本新株予約権の行使に際して出資される財産の

価額の合計額を合算した金額から発行諸費用の概算額を差し引いた金額です。本新株予約権の行使に

際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての本新株予約権が行使されたと仮定し

た場合の金額です。なお、行使価額が修正又は調整された場合には、資金調達の額は増加又は減少す

ることがあります。また、本新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合及び当社が取得した

本新株予約権を消却した場合には、資金調達の額は減少します。 

 

２．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

① 調達金額の総額 

第７回新株予約権の発行価額の総額 

第７回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

第８回新株予約権の発行価額の総額 

第８回新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

2,988 百万円 

8 百万円 

2,181 百万円 

0.8 百万円 

798 百万円 

② 発行諸費用の概算額 20 百万円 

③ 差引手取概算額 2,968 百万円 

（注）１．発行諸費用の概算額の内訳は、弁護士費用、価格算定費用、登記費用、信託銀行費用等です。また、

発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記差引手取概算額は、本新株予約権の発行価額の総額及び本新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の価額の合計額を合算した金額から、発行諸費用の概算額を差し引いた金額です。本新株

予約権の行使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての本新株予約権が

行使されたと仮定した場合の金額です。なお、本新株予約権の行使価額が修正又は調整された場合

には、上記金額は増加又は減少することがあります。また、本新株予約権の権利行使期間内に行使

が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合には、上記金額は減少します。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な使途 金額 支出予定時期 

① 不動産投資開発事業における販売用不動産及び

不動産マネジメント事業における賃貸用不動産の

取得及びバリューアップに関わる費用 

1,968 百万円 
2018 年６月～ 

2020 年６月 

② M&A 及び資本・業務提携に関わる投資費用 1,000 百万円 
2018 年６月～ 

2020 年６月 

 

本新株予約権の発行による資金調達予定額（差引手取概算額）約 2,968 百万円のうち約 1,968 百万円に

ついては、不動産投資開発事業における販売用不動産及び不動産マネジメント事業における賃貸用不動産

の取得及びバリューアップに関わる費用の一部に充当する予定です。不動産投資開発事業は、当社グルー

プの主要事業であり、当社グループの売上及び収益の根幹になります。販売用不動産及び賃貸用不動産の

取得資金は、基本的に金融機関からの借入金等に加え、一部を自己資金により賄っております。本新株予約

権の発行により販売用不動産取得のための自己資金を確保することで、自己資金をより柔軟に活用できるよう

になり、金融機関からの借入金等による調達余力も増すことで、更に積極的かつ機動的な販売用不動産及び

賃貸用不動産の取得が可能となるものと考えております。当社の販売用不動産の仕入及びバリューアップ費

用の総額は、2016 年 12 月期約 140 億円、2017 年 12 月期約 84 億円ですが、2018 年 12 月期は第１四半期

時点で既に約 60 億円となっており、上記資金調達予定額を当該費用に充当することで、販売用不動産への

更なる投資を企図しております。また、不動産マネジメント事業における賃貸用不動産は中長期的に安定収

入をもたらす収益不動産であり、マクロ経済の変動に対応する手段の一つと捉えているため、賃貸用不動産

への投資も進めてまいります。 

また、資金調達予定額のうち約 1,000 百万円については、M&A 及び資本・業務提携に関わる投資費用とい

たします。当社グループは 2016 年以降、数件の M&A を実施しており、直近３事業年度における株式取得費

用の合計額は 1,548 百万円となっております。当社の M&A の基本方針は不動産業を営む当社グループの更

なる発展を目指すというものであり、今後も、当社グループの事業多様化の実現の為、富裕層をターゲットとし

たビジネスモデルを踏まえた上で、当社グループの既存事業にはない特性を有している会社を対象とする
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M&A 及び資本・業務提携の実施は重要な手段と捉えております。そして、2018 年４月 17 日付でその設立を

公表したビーロット・キャピタルリンク株式会社（2018 年５月中旬設立予定。詳細は、2018 年４月 17 日付公表

の「子会社（ビーロット・キャピタルリンク株式会社）設立に関するお知らせ」をご参照ください。）は人材関連事

業及び M&A 関連事業を行う当社の子会社であり、同社を主体として、今後は更に M&A 関連業務にも積極的

に取り組んでまいります。具体的には、同社を通じて、M&A 等の情報を取得し、上記当社の M&A の基本方針

に沿った案件を積極的に進めてまいります。なお、現時点で具体的に確定している案件はありませんが、今後

M&A 案件が具体的に確定した場合には、速やかに開示いたします。また、上記期間中に M&A 及び資本・業

務提携を実施しなかった場合、当該期間の経過後において金融機関からの借入金等の返済に充当する予定

です。 

なお、本新株予約権の行使は本新株予約権の保有者の判断によるため、支出予定時期の期間中に行使

が行われず、本新株予約権の行使による資金調達ができない場合があり、また、本新株予約権の行使価額は

修正又は調整される可能性があるため、調達金額が上記支出予定金額を超過する場合又は下回る場合があ

ります。そのため、具体的な使途、金額及び支出予定時期については現時点における予定であり、本新株予

約権の行使による財産の出資がなされた時点の状況に応じて変更される場合があります。本新株予約権に係

る調達金額が上記支出予定金額を超過する場合又は下回る場合には、M&A 及び資本・業務提携の投資資

金として 1,000 百万円を優先的に充当し、残額を不動産投資開発事業における販売用不動産及び不動産マ

ネジメント事業における賃貸用不動産の取得及びバリューアップに関わる費用に充当する予定であります。 

（注）支出時期までの資金管理については、当社の銀行預金等での安定的な金融資産で運用保管する予定

でおります。 

 

３．発行条件が合理的であると判断した根拠 

当社は、本新株予約権の発行決議日である 2018 年５月 15 日に、2018 年 12 月期第１四半期決算短信を

公表しております。当社は、既存株主の利益に配慮した公正な発行条件の決定という観点から、かかる公表に

よる株価への影響を織り込んだ上で本新株予約権の払込金額を決定すべく、発行決議日時点における本新

株予約権の価値と条件決定日時点における本新株予約権の価値をそれぞれ算定し、高い方の金額を基準と

して本新株予約権の払込金額を決定いたしました。 

具体的には、当社は、発行決議日時点及び条件決定日時点の本新株予約権の価値を算定するため、本

新株予約権の発行要項及び本第三者割当契約に定められる諸条件を考慮した本新株予約権の評価を第三

者算定機関（株式会社赤坂国際会計、代表者：黒崎知岳、住所：東京都港区元赤坂一丁目１番８号）に依頼

しました。 

当該算定機関は、両時点の本新株予約権の価値について、本新株予約権の発行要項及び割当予定先と

の間で締結する予定の本第三者割当契約に定められる諸条件を考慮し、一般的な価格算定モデルのうちモ

ンテカルロ・シミュレーションを用いて、本新株予約権の評価を実施しております。当該算定機関は、評価基準

時の市場環境、当社の株価、当社株式のボラティリティ、配当利回り、当社株式の流動性、当社の資金調達需

要、割当予定先の権利行使行動並びに割当予定先の株式処分コスト等についての一定の前提（当社の資金

調達需要は行使期間中に一様に発生すること、資金調達需要が発生している場合に当社は停止指定を指示

しないこと、当社からの通知による本新株予約権の取得が行われないこと、当社による停止指定がない場合に

は割当予定先は出来高の一定割合の株数の範囲内で速やかに権利行使及び売却を行うこと等を含みます。）

を仮定して評価を実施しております。 

その結果、発行決議日時点の第７回新株予約権及び第８回新株予約権の１個当たりの評価額はそれぞれ

801 円及び 364 円と算定され、当社は、これを参考に、割当予定先との間での協議を経て、発行決議日時点

の第７回新株予約権及び第８回新株予約権の１個当たりの払込金額を、上記評価額と同額となる金 801 円及

び金 364 円と決定いたしました。また、株価変動等諸般の事情を考慮の上で 2018 年５月 17 日を条件決定日

としたところ、条件決定日時点の第７回新株予約権及び第８回新株予約権の１個当たりの評価額はそれぞれ

745 円及び 315 円と算定され、当社はこれを参考とし条件決定日時点の第７回新株予約権及び第８回新株予

約権の１個当たりの払込金額を、上記評価額と同額となる金 745 円及び金 315 円としました。その上で、両時

点における払込金額を比較し、より既存株主の利益に資する払込金額となるように、最終的に第７回新株予約

権及び第８回新株予約権の１個当たりの払込金額を、金 801 円及び金 364 円と決定いたしました。当社は、当

該算定機関が本新株予約権の公正な評価額に影響を及ぼす可能性のある事象を前提として考慮し、新株予

約権の評価手法として一般的に用いられているモンテカルロ・シミュレーションを用いて公正価値を算定してい

ることから、当該算定機関の算定結果は合理的な公正価格であると判断しております。本新株予約権の払込
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金額の決定方法は、既存株主の利益を害するおそれを回避することを目的とした合理性を有するものであり、

本新株予約権の払込金額は、かかる決定方法に基づき、上記の通り、当該算定機関における条件決定日時

点の本新株予約権の算定結果を参考に、割当予定先との間での協議を経て、当該算定結果と同額と決定さ

れているため、有利発行には該当せず、適正かつ妥当な価額であると判断しております。 

また、第７回新株予約権の当初行使価額は、条件決定時の基準株価と同額としており、その後の行使価額

も、第７回新株予約権の各行使請求の通知日の直前取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普

通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の終値）の 91％に相当する金額に修正されるものの、

その価額は第７回新株予約権の下限行使価額を下回ることはありません。なお、第７回新株予約権の下限行

使価額は、条件決定時の基準株価の 70％に相当する金額で設定されており、最近６か月間及び発行決議日

直前取引日の当社株価と比べて過度に低い水準となることはないことから、特に不合理な水準ではないと考

えております。当社は、第７回新株予約権の払込金額が、かかる行使価額を踏まえて決定されていることに照

らしても、第７回新株予約権の払込金額は適正な価額であると考えております。なお、第８回新株予約権の行

使価額は、発行決議日前取引日終値を 52.5％上回る金額である 3,326 円としました。 

なお、2018 年５月 15 日開催の当社取締役会にて監査等委員会の意見として、本新株予約権の発行につ

いて、上記方法により本新株予約権の払込金額その他の発行条件を決定するという取締役の判断には、法令

に違反する重大な事実は認められず、また、かかる決定方法により決定される本新株予約権の払込金額は、

割当予定先に特に有利な金額ではなく、法令に違反する重大な事実は認められない旨の意見を表明してお

ります。 

 

以 上 
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別紙１ 

株式会社ビーロット第７回新株予約権 

発 行 要 項 

 

１．本新株予約権の名称 

 株式会社ビーロット第７回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

２．申 込 期 間 

 2018 年６月６日 

３．割 当 日 

 2018 年６月６日 

４．払 込 期 日 

 2018 年６月６日 

５．募 集 の 方 法 

 第三者割当ての方法により、全ての本新株予約権を株式会社 SBI 証券に割り当てる。 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(１) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 1,000,000 株とする（本新株予約

権１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という｡）は 100 株とする｡）。但し、本項第(２)号乃

至第(４)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後

割当株式数に応じて調整されるものとする。 

(２) 当社が第 11 項の規定に従って行使価額（第９項第(２)号に定義する｡）の調整を行う場合には、割当株

式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる

算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 11 項に定める調整前行使価額及び調整後

行使価額とする。 

調整後割当株式

数  
＝ 

調 整 前 割 当 株 式 数  × 調 整 前 行 使 価 額  

調 整 後 行 使 価 額 

(３) 調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る第 11 項第(２)号、第(５)号及び第(６)号によ

る行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(４) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株

予約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨並びにその

事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知

する。但し、第 11 項第(２)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができ

ない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

７．本新株予約権の総数 

 10,000 個 

８．各本新株予約権の払込金額 

 本新株予約権１個当たり 801 円（本新株予約権の払込金額の総額 8,010,000 円） 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(１) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を

乗じた額とする。 

(２) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」とい

う｡）は、当初 2,181 円とする。 

10．行使価額の修正 

第 16 項第(１)号に定める本新株予約権の各行使請求の通知日（以下「修正日」という。）の直前取引日

の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（同日に終値がない場合には、その直前の

終値）の 91％に相当する金額の１円未満の端数を切り上げた金額（以下「修正日価額」という。）が、当該

修正日の直前に有効な行使価額を１円以上上回る場合又は下回る場合には、行使価額は、当該修正日

以降、当該修正日価額に修正される。但し、修正日にかかる修正後の行使価額が下限行使価額（以下

に定義する。以下同じ。）を下回ることとなる場合には、行使価額は下限行使価額とする。 

「下限行使価額」は、1,527 円（但し、第 11 項による調整を受ける。）とする。 
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11．行使価額の調整 

(１) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第(２)号に掲げる各事由により当社の既発行普通株式

数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調

整式」という｡）をもって行使価額を調整する。 

      新発行・処分

普通株式数 
× １株 当 たりの 

払 込 金 額 

調 整 後

行使価額 
＝ 調 整 前

行使価額 
× 

既 発 行 

普通株式数 
＋ 

時 価 

既発行普通株式数 ＋ 
新発行・処分 

普通株式数 

(２) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。 

① 本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社

の保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、

その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び

会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合は

その効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与

えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

② 株式の分割により当社普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

③ 本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得

請求権付株式又は本項第(４)号②に定める時価を下回る行使価額をもって当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合（但し、

当社又はその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定め

る関係会社をいう。）の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当

初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（払

込期間を定めた場合はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場

合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む｡）の取得と引換えに本項第(４)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付

する場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総

会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準

日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、

次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

 

株式数 

 

＝ 

調 整 前 

行使価額 
－ 

調 整 後 

行使価額 
× 

調 整 前 行 使 価 額 に よ り  

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(３) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる

場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後、行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行

使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの

差額を差し引いた額を使用する。 

(４)① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。 
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② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ 45 取引日

目に始まる 30 取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値

のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２

位を四捨五入する。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する

日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当

社普通株式を控除した数とする。また、上記第(２)号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新

発行・処分普通株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普

通株式数を含まないものとする｡ 

(５) 上記第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予

約権者と協議の上、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本金の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とす

るとき。 

② その他当社の既発行普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額

の調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(６) 上記第(２)号の規定にかかわらず、上記第(２)号に基づく調整後行使価額を初めて適用する日が第 10

項に基づく行使価額の修正日と一致する場合には、当社は、必要な行使価額及び下限行使価額の調

整を行う。 

(７) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後行使価額及びその適用

開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(２)号⑤に定める場合その他適用開始日の

前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

12．本新株予約権を行使することができる期間 

2018 年６月７日から 2020 年６月８日までとする。但し、当社普通株式に係る株主確定日、その前営業

日（株式会社証券保管振替機構（以下「機構」という。）の休業日等でない日をいう。）及び前々営業日並

びに機構が必要であると認めた日については、行使請求をすることができないものとする。 

13．その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

14．本新株予約権の取得 

(１) 当社は、当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会社法第 273 条及

び第 274 条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当

たり第８項に定める払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全

部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行う

ものとする。 

(２) 当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下

「組織再編行為」という。）につき当社株主総会で承認決議した場合、当該組織再編行為の効力発生

日前に、本新株予約権１個当たり第８項に定める払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の

保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(３) 当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若しくは整理銘

柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日又は上場廃止が決定

した日から２週間後の日（休業日である場合には、その翌営業日とする。）に、本新株予約権１個当たり

第８項に定める払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を

取得する。 

15．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条の

定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の

端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額

より増加する資本金の額を減じた額とする。 



ご注意：この文書は、いかなる証券についての投資勧誘行為の一部をなすものではありません。この文書は、当社の第７回新株予約権及び第
８回新株予約権の発行に関して一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的として作成されたものではありません。 

 

8 
 

  

16．本新株予約権の行使請求の方法 

(１) 本新株予約権を行使する場合、第 12 項記載の本新株予約権を行使することができる期間中に第 19

項記載の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(２) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額の全額を現金にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込

むものとする。 

(３) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 19 項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な

全部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が

前号に定める口座に入金された日に発生する。 

17．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

18．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当契約に定められ本新株予約権の発行要

項及び割当予定先との間で締結する予定の本第三者割当契約に定められる諸条件を考慮し、一般的な

価格算定モデルのうちモンテカルロ・シミュレーションを用いて、本新株予約権の評価を実施している。当

該算定機関は、評価基準時の市場環境、当社の株価、当社株式のボラティリティ、配当利回り、当社株

式の流動性、当社の資金調達需要、割当予定先の権利行使行動並びに割当予定先の株式処分コスト

等についての一定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を第８項記載

のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は第９項記載のとおりとした。 

19．行使請求受付場所 

みずほ信託銀行株式会社 証券代行部 

20．払込取扱場所 

株式会社三井住友銀行 日比谷支店 

東京都港区西新橋一丁目３番１号 

21．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部につい

て同法の規定の適用を受ける。また、本新株予約権及び本新株予約権の行使により交付される株式の

取扱いについては、機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。 

22．振替機関の名称及び住所 

株式会社証券保管振替機構 

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 

23．その他 

(１) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(２) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長又はその代理人に一任する。 

 

以  上 
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別紙２ 

株式会社ビーロット第８回新株予約権 

発 行 要 項 

 

 

１．本新株予約権の名称 

 株式会社ビーロット第８回新株予約権（以下「本新株予約権」という｡） 

２．申 込 期 間 

 2018 年６月６日 

３．割 当 日 

 2018 年６月６日 

４．払 込 期 日 

 2018 年６月６日 

５．募 集 の 方 法 

 第三者割当ての方法により、全ての本新株予約権を株式会社 SBI 証券に割り当てる。 

６．本新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(１) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 240,000 株とする（本新株予約権

１個当たりの目的たる株式の数（以下「割当株式数」という｡）は 100 株とする｡）。但し、本項第(２)号乃至

第(４)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割

当株式数に応じて調整されるものとする。 

(２) 当社が第 10 項の規定に従って行使価額（第９項第(２)号に定義する｡）の調整を行う場合には、割当株

式数は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる

算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 10 項に定める調整前行使価額及び調整後

行使価額とする。 

調整後割当株式

数  
＝ 

調 整 前 割 当 株 式 数  × 調 整 前 行 使 価 額  

調 整 後 行 使 価 額 

(３) 調整後割当株式数の適用開始日は、当該調整事由に係る第 10 項第(２)号、第(５)号及び第(６)号によ

る行使価額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(４) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後の割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株

予約権に係る新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）に対し、かかる調整を行う旨並びにその

事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項を書面で通知

する。但し、第 10 項第(２)号⑤に定める場合その他適用開始日の前日までに上記通知を行うことができ

ない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

７．本新株予約権の総数 

 2,400 個 

８．各本新株予約権の払込金額 

 本新株予約権１個当たり 364 円（本新株予約権の払込金額の総額 873,600 円） 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(１) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を

乗じた額とする。 

(２) 本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下「行使価額」とい

う｡）は 3,326 円とする。 

10．行使価額の調整 

(１) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、本項第(２)号に掲げる各事由により当社の既発行普通株式

数に変更を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調

整式」という｡）をもって行使価額を調整する。  
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      新発行・処分

普通株式数 
× １株 当 たりの 

払 込 金 額 

調 整 後

行使価額 
＝ 調 整 前

行使価額 
× 

既 発 行 

普通株式数 
＋ 

時 価 

既発行普通株式数 ＋ 
新発行・処分 

普通株式数 

(２) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。 

① 本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社

の保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、新株予約権（新

株予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、

その他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び

会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（払込期間を定めた場合はその最終日とし、無償割当ての場合は

その効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受ける権利を与

えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

② 株式の分割により当社普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

③ 本項第(４)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得

請求権付株式又は本項第(４)号②に定める時価を下回る行使価額をもって当社普通株式の交付を

請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合（但し、

当社又はその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第８項に定め

る関係会社をいう。）の取締役その他の役員又は使用人に新株予約権を割り当てる場合を除く。） 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当

初の条件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（払

込期間を定めた場合はその最終日とし、新株予約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場

合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日が

ある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたもの

を含む｡）の取得と引換えに本項第(４)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付

する場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ効力の発生が当該基準日以降の株主総

会、取締役会その他当社の機関の承認を条件としているときには、本号①乃至③にかかわらず、調

整後行使価額は、当該承認があった日の翌日以降これを適用する。この場合において、当該基準

日の翌日から当該承認があった日までに本新株予約権の行使請求をした新株予約権者に対しては、

次の算出方法により、当社普通株式を交付する。 

 

株式数 

 

＝ 

調 整 前 

行使価額 
－ 

調 整 後 

行使価額 
× 

調 整 前 行 使 価 額 に よ り  

当該期間内に交付された株式数 

調整後行使価額 

この場合、１株未満の端数を生じたときはこれを切り捨てるものとする。 

(３) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどま

る場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後、行使価額の調整を必要とする事由が発生し、

行使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこ

の差額を差し引いた額を使用する。 

(４) ① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入す

る。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ 45 取引日

目に始まる 30 取引日の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（終値

のない日数を除く｡）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２

位を四捨五入する。 
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③ 行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基

準日がある場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日

の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社

普通株式を控除した数とする。また、上記第(２)号⑤の場合には、行使価額調整式で使用する新発

行・処分普通株式数は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社の普通

株式数を含まないものとする｡ 

(５) 上記第(２)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、本新株予

約権者と協議の上、必要な行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本金の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とす

るとき。 

② その他当社の既発行普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由等の発生により行使価額

の調整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(６) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後行使価額及びその適用

開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記第(２)号⑤に定める場合その他適用開始日の

前日までに上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

11．本新株予約権を行使することができる期間 

2018 年６月７日から 2020 年６月８日までとする。但し、当社普通株式に係る株主確定日、その前営業

日（株式会社証券保管振替機構（以下「機構」という。）の休業日等でない日をいう。）及び前々営業日並

びに機構が必要であると認めた日については、行使請求をすることができないものとする。 

12．その他の本新株予約権の行使の条件 

各本新株予約権の一部行使はできない。 

13．本新株予約権の取得 

(１) 当社は、当社取締役会が決議した場合は、本新株予約権の払込期日の翌日以降、会社法第 273 条及

び第 274 条の規定に従って通知をした上で、当社取締役会で定める取得日に、本新株予約権１個当

たり第８項に定める払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全

部又は一部を取得することができる。一部取得をする場合には、抽選その他の合理的な方法により行う

ものとする。 

(２) 当社は、当社が消滅会社となる合併又は当社が完全子会社となる株式交換若しくは株式移転（以下

「組織再編行為」という。）につき当社株主総会で承認決議した場合、当該組織再編行為の効力発生

日前に、本新株予約権１個当たり第８項に定める払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の

保有する本新株予約権の全部を取得する。 

(３) 当社は、当社が発行する株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若しくは整理銘

柄に指定された場合又は上場廃止となった場合には、当該銘柄に指定された日又は上場廃止が決定

した日から２週間後の日（休業日である場合には、その翌営業日とする。）に、本新株予約権１個当たり

第８項に定める払込金額と同額で、本新株予約権者（当社を除く｡）の保有する本新株予約権の全部を

取得する。 

14．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第 17 条の

定めるところに従って算定された資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の

端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額

より増加する資本金の額を減じた額とする。 

15．本新株予約権の行使請求の方法 

(１) 本新株予約権を行使する場合、第 11 項記載の本新株予約権を行使することができる期間中に第 18 項

記載の行使請求受付場所に対して、行使請求に必要な事項を通知するものとする。 

(２) 本新株予約権を行使する場合、前号の行使請求の通知に加えて、本新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額の全額を現金にて第 20 項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座に振り込

むものとする。 
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(３) 本新株予約権の行使請求の効力は、第 18 項記載の行使請求受付場所に対する行使請求に必要な全

部の事項の通知が行われ、かつ当該本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の全額が

前号に定める口座に入金された日に発生する。 

16．新株予約権証券の不発行 

当社は、本新株予約権に関して、新株予約権証券を発行しない。 

17．本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本発行要項及び割当先との間で締結する予定の第三者割当契約に定められ本新株予約権の発行要

項及び割当予定先との間で締結する予定の本第三者割当契約に定められる諸条件を考慮し、一般的な

価格算定モデルのうちモンテカルロ・シミュレーションを用いて、本新株予約権の評価を実施している。当

該算定機関は、評価基準時の市場環境、当社の株価、当社株式のボラティリティ、配当利回り、当社株

式の流動性、当社の資金調達需要、割当予定先の権利行使行動並びに割当予定先の株式処分コスト

等についての一定の前提を置いて評価した結果を参考に、本新株予約権１個の払込金額を第８項記載

のとおりとした。さらに、本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は第９項記載のとおりとした。 

18．行使請求受付場所 

みずほ信託銀行株式会社 証券代行部 

19．払込取扱場所 

株式会社三井住友銀行 日比谷支店 

東京都港区西新橋一丁目３番１号 

20．社債、株式等の振替に関する法律の適用等 

 本新株予約権は、社債、株式等の振替に関する法律に定める振替新株予約権とし、その全部について

同法の規定の適用を受ける。また、本新株予約権及び本新株予約権の行使により交付される株式の取

扱いについては、機構の定める株式等の振替に関する業務規程、同施行規則その他の規則に従う。 

21．振替機関の名称及び住所 

 株式会社証券保管振替機構 

 東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号 

22．その他 

(１) 上記各項については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

(２) その他本新株予約権発行に関し必要な事項は、当社代表取締役社長又はその代理人に一任する。 

 

以  上 

 

 


